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アグリビジネスから食の民主主義へ
－今日のフランスの食と農－
竹 沢 尚一郎
（国立民族学博物館名誉教授／フランス社会科学高等研究院フェロー）
はじめに
2018年 8月 10日、サンフランシスコ市の裁判所はアグリビジネス大手のモンサントを訴えた裁
判で原告の主張を全面的に認め、巨額の賠償金の支払を命じた。原告はモンサントの除草剤ラウン
ドアップを使用し、それが原因で悪性リンパ腫を発症したと訴えていた。陪審員はラウンドアップ
の主成分に発がん性の可能性があるにもかかわらず、モンサントがはその危険を十分に伝えていな
かったとして原告の訴えを認めた。
モンサントは 1910年創業、コカ・コーラに入れるサッカリンを発明して急成長した化学会社で
ある。化学肥料や除草剤を中心に爆薬の製造をおこなうアグリビジネスとして経営規模を拡大し
た。1990年代になると遺伝子組み換え技術を活用し、除草剤や害虫への耐性をもつ大豆、トウモ
ロコシ、コットン、小麦等の種子の開発に成功した。
モンサントは種子と農薬をペアにすることで莫大な利益を実現した。その反面、除草剤や遺伝子
組み換え種子等の安全性の確証されていない製品の販売によって利益を上げるモンサントらのアグ
リビジネスに対する批判は根強い。
1．アグリビジネスの誕生と発展
トーマス・ライソンらによれば、アグリビジネスは 3段階を経て発展した。
第 1段階 1910年以降の機械化の推進。機械化の進行の結果、農地の拡大と生産量の増大が実現
された反面、農家の大量離農が進み、アメリカ農業の集約化・大規模化が進行した。
第 2段階 1930年以降の化学産業の発達。化学的な除草剤や殺虫剤の発明に加え、高収量のハイ
ブリッド種子の開発がおこなわれた。化学肥料、農薬、ハイブリッド種子の 3点セットは「緑の革
命」の名のもとに世界中に輸出され、発展途上国での農業生産の拡大に貢献して爆発的に増大する
人口を養うことを可能にした反面、農地の疲弊や農民への健康被害などの負の側面をもたらした。
第 3段階 1980年代以降のバイオテクノジーの活用。モンサントは除草剤の販売で莫大な利益を
上げ、それへの耐性を持つ種子を遺伝子操作（GM）で創出することで、種子と除草剤をセットで
販売するというビジネスモデルを作りあげた。他社も競って GM 作物を開発した。
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今日ではアメリカやブラジル、カナダといった食糧輸出国で栽培される大豆の 90％以上、トウ
モロコシの 90％以上、コットンにいたっては 100％近くが GM 作物になっている。
2．アグリビジネスへの批判とフランスの農民運動
フランスの農民運動
急速な発展を見たアグリビジネスだが、それに対して根強い批判も存在する。その急先鋒が、高
い環境意識をもつ消費者に支えられたヨーロッパ諸国の緑の党であり、多角的農業を推進するフラ
ンスの「農民連合（Conféderation paysanne）」等の農民組合左派である。
農民連合の出発点は第二次大戦後のフランスの農業政策への批判にある。戦後フランスは食糧危
機から出発したため、食糧の増産と安定供給を目標とし、農民に生産補助金を支給する政策が主流
であった。しかしそれでは、フランスの農業は少数の企業のもとに集約され、環境破壊的な農業が
支配するという危機感が生じ、1987年に農民連合が組織された。この組織はアグリビジネスの進
める農業への反対運動を展開し、モンサントのヨーロッパ本社を占拠して GM 作物を焼却するな
どの抗議行動を展開した。
農民連合によるアグリビジネスへの批判
農民連合はアグリビジネスをつぎのように批判する。
1）遺伝子組み換え作物（GM 作物）の安全性は確証されていない。2）GM 作物の導入はそれと
ペアになる除草剤や殺虫剤の使用を増加させる危険がある。3）アグリビジネスと契約した農業は
企業を儲けさせるだけで農家の経営は困難になる。4）契約によって種子の選択から農産品の販売
までが管理される結果、農家は自己決定権をもたない一労働者に化してしまう。
これらの批判は欧州連合（EU）の公式見解にも取り入れられている。EU の食の安全をつかさど
る「欧州食品安全機関（EFSA）」は、GM 作物は危険だと認定されてはいないが、安全性が確認さ
れているわけでもないとの判断から、GM 作物に対しては 1点ごとに審査を課し、GM 作物と在来
種を同じ条件で栽培して、周囲に影響がないことの証明を義務づけている。
3．フランスと EU の農業政策と日本への影響
フランスと EU の農業政策
フランスの農業政策の転換は 1990年代であった。そこで重要な役割を果たしたのが、フランス
の農村社会学者ベルトラン・エルヴュであった。彼が中心になってまとめた法律「1999年の農業
指針法（LOA）」の第 1章には、以下のような「農業の多面的機能（multi-fonctionnalité）」に関す
る新たな視点が明記されている。
1）農業は単なる経済活動ではなく、経済・社会・環境の 3つの次元にまたがる多次元的活動で
ある。2）農業は地域整備と持続的開発のための核心的ファクターである。3）これらの機能を果た
しうるのは大規模な農業経営体より、むしろ家族的な農業経営体である。
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ここで打ち出された新たな方針は、EU にもそのまま取り入れられ、農業者だけでなく消費者や
環境保護団体の広範な支持を得た。フランスでは、地域振興資金の大半は有機農業や環境に配慮し
た農業をおこなう農家に対して所得補償に上乗せするかたちで提供された。
日本の農業政策への影響
こうした農業政策は日本の政策にも影響を与えた。民主党（当時）は農家への戸別所得補償を明
記し、2009年に総選挙で政権を取るとそれを現実化した。水田や農村環境の悪化を招く減反政策
を廃止し、農水省予算の大半である減反対策費や圃場整備費を削減する代わりに、各農家に所得補
償するという政策であった。しかし、それは EU の農家への所得補償を表面的に受け入れただけ
で、それを支えていた農業の多面的機能という基本理念は置き去りにしていた。そのため、農業者
自身からも「バラマキ」として批判され、都市の消費者からは農家だけの優遇政策だとして背を向
けられた。
4．オールタナティブとしての有機農業
フランスおよびヨーロッパ諸国における有機農業
有機農業については一般に、遺伝子組み換え技術を含まないこと、化学肥料や農薬を使用しない
ことなどの条件があり、アグリビジネスの進める農業と 180度異なるものである。
フランスでは環境意識や有機農業に対する関心が急速に高まっている。日本の農林水産省のレ
ポートによれば、2007年の有機農地の割合はイタリア 9.0％、ドイツ 5.1％、イギリス 4.0％、フラ
ンス 1.9％、日本 0.1％である。2011年になると、イタリア 8.6％、ドイツ 6.1％、イギリス 4.0％、
日本 0.2％と変化がみられないのに対し、フランスは 3.6％へ倍増し、2017年には 6.7％まで伸び
ている。フランスは有機農業推進のための 5ケ年計画を 1998年に制定しその後も更新しており、
2025年までに有機農業の割合を 20％まで高めることが政府の政策目標として掲げられている。
5．マーケットを通じた生産者と消費者の関係性
生産者と消費者の関係性の構築
有機農業とアグリビジネスは販売方法においても互いに異質である。アグリビジネス主導の農業
が、企業と農業者のあいだに縦の関係があるだけなのに対し、有機農業の生産者の多くはみずから
販売をおこなうことで消費者とのあいだに関係性を築くことができるし、他の農業者とのあいだで
も相互補完の関係がある。また、彼らはどのような作物を生産し、どのように販売するかを自分で
決定するという自己決定権をもつ。
食を通じて生産者と消費者の関係性を生み出す形態の発展形として、フランスの「アマップ
（AMAP）」、アメリカの「地域に支えられた農業（CSA）」が挙げられる。それは一般に生産者と一
定数の消費者が契約を結び、半年ごとに定められた金額を前払いして、その額に応じて毎週農家が
野菜や果物を届けるという形態をもつ。
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これらに共通するのはつぎの特徴である。1）食の生産から消費にいたる全過程に生産者と消費
者の積極的な関与を求めていること、2）農産品の生産に関する情報を可能なかぎり消費者に提示
していること、3）生産者と生産者、生産者と消費者のあいだに関係性を生み出す仕組みを設けて
いること、4）何をどのように作るかという生産者の自己決定権と、いかなる食を選択するかとい
う消費者の自己決定権が核にあること。
6．おわりに－アグリビジネスから食の民主主義へ
これらの特徴は民主主義の根幹と共通するものであり、そこから私は「食の民主主義」の実践と
名づけている。その一方で、これらの実践に対しては、批判や留保があるのも事実である。これら
の実践が今後どこまで成長していくか、批判をどう乗り越えていくかを、時間をかけて見守ること
が必要だろう。
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